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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第112期
第３四半期
連結累計期間

第113期
第３四半期
連結累計期間

第112期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 172,158 186,104 228,150

経常利益 (百万円) 7,110 8,083 8,707

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,707 5,542 4,680

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,087 6,726 6,431

純資産額 (百万円) 57,753 62,610 58,620

総資産額 (百万円) 150,179 161,051 152,926

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 28.58 33.99 28.45

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.6 37.3 36.5
 

　

回次
第112期
第３四半期
連結会計期間

第113期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 12.86 10.28
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間の我が国経済は、政府のデフレ脱却に向けた財政・金融政策への期待感か

ら景況感に改善の兆しは見られたものの、本年４月からの消費税増税への懸念や海外景気の下振れリス

クなど、景気は先行き不透明な厳しい状況が続きました。

食品業界におきましても、原料穀物相場はやや落ち着きを見せましたが、急速な円安の影響もあり製

造コストは依然として高く、さらに消費者の節約志向や低価格志向が継続するという厳しい環境にあり

ました。

このような状況の中、当社グループは、2012年（平成24年）よりスタートした「中期経営計画12－

16」の６つの基本戦略「①基盤事業の持続的成長」「②新たな分野への挑戦」「③海外事業の強化」

「④効率化の推進」「⑤グループ連携の強化」「⑥ＣＳＲ経営の推進」の下、具体的な施策の推進に努

めてまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の経営成績は、連結売上高は186,104百万円と前年同四半

期に比べ13,946百万円（8.1%）の増収となりました。営業利益は7,301百万円と前年同四半期に比べ753

百万円（11.5%）の増益、経常利益は8,083百万円と前年同四半期に比べ972百万円（13.7%）の増益、四

半期純利益は5,542百万円と前年同四半期に比べ834百万円（17.7%）の増益となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　

＜製粉事業＞

業務用小麦粉の販売数量につきましては、新製品の投入や提案型の営業活動を展開したことにより、

前年同四半期を上回りました。販売価格につきましては、輸入小麦の政府売渡価格が平成25年４月に平

均9.7%、同年10月に平均4.1%引き上げられたことを受け、小麦粉製品の価格改定を実施しました。

これらの結果、製粉事業の売上高は44,771百万円と前年同四半期に比べ803百万円（1.8%）の増収、

営業利益は2,419百万円と前年同四半期に比べ576百万円（31.3%）の増益となりました。
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＜油脂事業＞

業務用食用油の販売数量につきましては、新製品の投入や顧客ニーズを捉えた営業活動を展開したこ

とにより、前年同四半期を上回りました。業務用食材の販売数量につきましては、中食市場や外食市場

などへの営業活動を強化したことにより、前年同四半期を上回りました。販売価格につきましては、原

料穀物価格の影響により、前年同四半期を上回りました。

これらの結果、油脂事業の売上高は46,168百万円と前年同四半期に比べ5,771百万円（14.3%）の増

収、営業利益は2,178百万円と前年同四半期に比べ277百万円（14.6%）の増益となりました。

　
＜ぶどう糖事業＞

糖化製品の販売数量につきましては、加工食品メーカー向けの販売数量が好調に推移したことなどに

より、前年同四半期を上回りました。コーンスターチの販売数量につきましては、積極的な営業活動を

展開したことにより、前年同四半期を上回りました。販売価格につきましては、原料穀物価格の影響に

より、前年同四半期を上回りました。

これらの結果、ぶどう糖事業の売上高は28,488百万円と前年同四半期に比べ2,429百万円（9.3%）の

増収、営業利益は2,094百万円と前年同四半期に比べ69百万円（3.4%）の増益となりました。

　
＜家庭用食品事業＞

家庭用食用油の販売数量につきましては、消費低迷の影響などにより、前年同四半期を下回りまし

た。家庭用プレミックスの販売数量につきましては、新製品の投入や積極的な販促活動を展開したこと

により、前年同四半期を上回りました。販売価格につきましては、消費者の低価格志向の影響などによ

り、一部の製品では価格改定が進みませんでした。

これらの結果、家庭用食品事業の売上高は17,061百万円と前年同四半期に比べ1,027百万円（5.7%）

の減収、営業利益は27百万円と前年同四半期に比べ256百万円（90.4%）の減益となりました。

　
＜飼料事業＞

配合飼料の販売数量につきましては、養鶏用飼料の販売数量が増加したことにより、前年同四半期を

上回りました。鶏卵の販売数量につきましては、積極的な営業活動を展開したことにより、前年同四半

期を上回りました。配合飼料の販売価格につきましては、原料穀物価格の影響により、前年同四半期を

上回りました。鶏卵の販売価格につきましても、鶏卵相場の上昇により、前年同四半期を上回りまし

た。

これらの結果、飼料事業の売上高は45,745百万円と前年同四半期に比べ5,688百万円（14.2%）の増

収、営業利益は172百万円と前年同四半期に比べ32百万円（23.3%）の増益となりました。
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＜倉庫事業＞

倉庫事業につきましては、貨物獲得競争が激化する中、商社や主要顧客との取り組みを強化し、荷役

量の増加に努めましたが、売上高は前年同四半期並みとなりました。

これらの結果、倉庫事業の売上高は2,171百万円と前年同四半期に比べ１百万円（0.1%）の減収、営

業利益は519百万円と前年同四半期に比べ67百万円（14.9%）の増益となりました。

　
＜不動産事業＞

不動産事業につきましては、オフィス用賃貸ビルの賃料収入は一部テナントが退去したことにより、

前年同四半期をやや下回りました。商業施設用ビルの賃料収入は平成25年４月からショーサン上尾ビル

（埼玉県上尾市）の賃貸を開始したことにより、前年同四半期を上回りました。

これらの結果、不動産事業の売上高は1,504百万円と前年同四半期に比べ291百万円（24.0%）の増

収、営業利益は824百万円と前年同四半期に比べ102百万円（14.2%）の増益となりました。

　
＜その他＞

保険代理業、自動車等リース業、運輸事業等をあわせたその他事業の売上高は194百万円と前年同四

半期に比べ９百万円（4.4%）の減収、営業利益は34百万円と前年同四半期に比べ14百万円（29.6%）の

減益となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当社グループは財政状態の健全化を図るべく、有利子負債の削減に向けて、高付加価値製品の拡販や

製品販売価格の改定など収益性の向上を図るとともに、たな卸資産の圧縮に努めてまいりました。ま

た、設備投資を充実させることにより、食の安心・安全や、機能性に優れた食品の提供、生産効率の向

上を図ってまいりました。

総資産は、161,051百万円と前連結会計年度末と比較して8,125百万円増加しております。主な増加要

因は、売上債権が2,704百万円増加したこと、たな卸資産が在庫数量の増加などにより2,667百万円増加

したこと、投資有価証券が期末時価評価などにより1,524百万円増加したことであります。

 負債は、98,441百万円と前連結会計年度末と比較して4,136百万円増加しております。主な増加要因

は、有利子負債が7,903百万円増加したことであります。一方、主な減少要因は、設備関係債務が2,007

百万円減少したこと、未払法人税等が924百万円減少したことであります。

 純資産は、62,610百万円と前連結会計年度末と比較して3,989百万円増加しております。主な要因

は、四半期純利益5,542百万円の計上による増加、期末配当金の支払による1,305百万円の減少でありま

す。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下、

「基本方針」といいます。）を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事

項）は次のとおりであります。

　

１．基本方針の内容の概要

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重

し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同

の利益の確保・向上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終

的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えておりま

す。

 ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けるこ

とができない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあ

るものや、当社グループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的

な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

 そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様

のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えて

おります。

２．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの内

容の概要

当社は、穀物を原料とする食品素材を軸にした総合食品メーカーとして、長年に渡り培ってきた小麦

粉、植物油、ぶどう糖、二次加工食品、配合飼料などの各事業における技術やノウハウを最大限発揮し

ていくことにより、「市場に価値を認められる、安全で安心できる食品を安定的に供給する」ことを社

会的使命と考えております。当社グループは平成24年４月からの「中期経営計画12－16」を策定してお

ります。経営方針に「誠実な行動」「力の結集」「明日への挑戦」を掲げ、６つの基本戦略「①基盤事

業の持続的成長」「②新たな分野への挑戦」「③海外事業の強化」「④効率化の推進」「⑤グループ連

携の強化」「⑥ＣＳＲ経営の推進」の下、当社グループのさらなる発展に向けた施策を推進すること

で、常に市場を重視し、お客様にとっての「ベストパートナー」となることを目指した経営を推進して

まいります。

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組みの内容の概要

　当社取締役会は、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株

主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとす

る者との交渉の機会を確保するために、平成23年６月29日開催の第110回定時株主総会のご承認に基づ

き、「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を一部変更の上で継続導入してお

ります（以下、継続後の対応策を「本プラン」といいます。）。

 本プランは、以下の通り、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定

するとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に

損害が発生する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益に資さない当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行
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うものです。

 なお、本プランにおいては対抗措置の発動にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、

一定の場合に、株主意思の確認手続きとして、株主意思確認総会における株主投票、または書面投票の

いずれかを選択し実施するとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保する

こととしております。

 なお、当社は、現時点において当社株券等の大規模買付行為に係る提案を受けているわけではありま

せん。

 本プランの有効期間は、平成23年６月29日開催の第110回定時株主総会において承認が得られたた

め、平成26年６月開催予定の定時株主総会終結のときまでとなります。

 ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決

議がなされた場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものといたしま

す。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がな

された場合には、本プランはその時点で廃止されるものといたします。

 当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更または

これらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により形式的な変更が必要と判断した場合に

は、本プランを修正し、または変更する場合があります。

 当社は、本プランが廃止または本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与えるよう

な変更が行われた場合には、当該廃止または変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取

締役会が適切と認める事項について、情報開示を行います。

４．上記取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

上記２．の取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方策として

策定されたものであり、基本方針に沿うものであります。

 また、上記３．の取組みは、以下の合理性を考慮して設計されているため、基本方針に沿うものであ

り、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目

的とするものではありません。

①買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足し、企業価値

研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏ま

えて設計されております。

②当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株券等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか

否かを株主の皆様がご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を

確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価

値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって継続導入されるものです。

③株主意思を重視するものであること

 本プランは、買付者等が本プランに定められた手続きに従うことなく大規模買付等がなされた場合

を除き、買付者等による大規模買付等に対する対抗措置の発動について株主の皆様のご意思を直接確

認するものです。

 また、本プランは、第110回定時株主総会において、株主の皆様のご承認を得たうえで継続したも

のであり、その後の当社株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本
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プランも当該決議に従い変更または廃止されることになります。従いまして、本プランの継続導入及

び廃止には、株主の皆様のご意思が十分反映される仕組みとなっております。

④合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

⑤デッドハンド型若しくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止する

ことができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の

構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。

 また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会

の構成の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）

でもありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,428百万円でありま

す。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 720,000,000

計 720,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 164,849,898 164,849,898
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株
であります。

計 164,849,898 164,849,898 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年12月31日 ─ 164,849,898 ─ 12,778 ─ 3,270
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

    平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
― ─

普通株式 1,676,000

（相互保有株式）
─ ─

普通株式 37,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 162,067,000 162,067 ─

単元未満株式 普通株式 1,069,898 ― ―

発行済株式総数 164,849,898 ― ―

総株主の議決権 ― 162,067 ―
 

(注) １ 証券保管振替機構名義の株式が、「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に7,000株（議決権７個）、

  「単元未満株式」欄の普通株式に400株含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式425株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
昭和産業㈱

東京都千代田区内神田
２丁目２－１

1,676,000 ─ 1,676,000 1.0

（相互保有株式）
共同輸送㈱

宮城県仙台市宮城野区
蒲生２丁目１－５

37,000 ─ 37,000 0.0

計 ― 1,713,000 ─ 1,713,000 1.0
 

（注）上記は、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりますが、平成25年12月31

日現在、自己株式を4,988,125株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.0％）保有しております。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,474 2,985

受取手形及び売掛金
※2 39,136 ※2 41,840

商品及び製品 7,923 8,640

仕掛品 1,162 1,192

原材料及び貯蔵品 16,983 18,904

その他 2,644 2,916

貸倒引当金 △320 △308

流動資産合計 70,004 76,170

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 28,037 28,581

機械装置及び運搬具（純額） 15,364 15,564

土地 17,880 18,878

その他（純額） 3,044 1,553

有形固定資産合計 64,326 64,578

無形固定資産

のれん 76 45

その他 1,521 1,488

無形固定資産合計 1,597 1,534

投資その他の資産

投資有価証券 14,759 16,283

その他 2,336 2,719

貸倒引当金 △97 △234

投資その他の資産合計 16,997 18,768

固定資産合計 82,922 84,881

資産合計 152,926 161,051

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,675 23,168

短期借入金 22,456 23,557

コマーシャル・ペーパー 7,500 14,000

1年内償還予定の社債 30 －

未払法人税等 1,841 916

賞与引当金 1,127 519

課徴金引当金 718 －

資産除去債務 － 1

その他 14,210 12,840

流動負債合計 71,559 75,004
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

固定負債

長期借入金 9,165 9,498

退職給付引当金 6,503 6,612

役員退職慰労引当金 236 186

資産除去債務 259 244

負ののれん 6 2

その他 6,574 6,893

固定負債合計 22,745 23,437

負債合計 94,305 98,441

純資産の部

株主資本

資本金 12,778 12,778

資本剰余金 4,710 4,710

利益剰余金 35,541 39,777

自己株式 △481 △1,510

株主資本合計 52,547 55,755

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,116 3,945

繰延ヘッジ損益 102 315

その他の包括利益累計額合計 3,218 4,260

少数株主持分 2,854 2,593

純資産合計 58,620 62,610

負債純資産合計 152,926 161,051
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 172,158 186,104

売上原価 141,574 154,461

売上総利益 30,584 31,643

販売費及び一般管理費 24,037 24,341

営業利益 6,547 7,301

営業外収益

受取利息 6 6

受取配当金 201 215

為替差益 － 45

負ののれん償却額 5 4

持分法による投資利益 404 451

その他 379 380

営業外収益合計 997 1,104

営業外費用

支払利息 312 271

コマーシャル・ペーパー利息 8 6

その他 113 45

営業外費用合計 434 323

経常利益 7,110 8,083

特別利益

固定資産売却益 11 13

投資有価証券売却益 6 20

負ののれん発生益 0 159

受取保険金 444 －

退職給付制度改定益 － 395

災害損失引当金戻入額 127 －

特別利益合計 590 589

特別損失

固定資産廃棄損 168 405

固定資産売却損 3 1

減損損失 57 30

課徴金 － 33

関係会社出資金評価損 － 69

投資有価証券評価損 12 1

その他 10 10

特別損失合計 253 551

税金等調整前四半期純利益 7,447 8,121

法人税、住民税及び事業税 2,505 2,268

法人税等調整額 156 192

法人税等合計 2,662 2,461

少数株主損益調整前四半期純利益 4,785 5,660

少数株主利益 77 118

四半期純利益 4,707 5,542
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,785 5,660

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 155 783

繰延ヘッジ損益 123 213

持分法適用会社に対する持分相当額 23 68

その他の包括利益合計 302 1,065

四半期包括利益 5,087 6,726

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,007 6,584

少数株主に係る四半期包括利益 80 142
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

　

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

退職給付引当金
 当社は、平成25年４月１日に確定給付企業年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し「退

職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用している。
　本移行に伴う影響額は、当第３四半期連結累計期間の特別利益として395百万円計上している。

 

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　

　１　保証債務

　　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っている。

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

㈲キタガワ他15件 146百万円 ㈲信商他13件 88百万円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれている。

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 457百万円 531百万円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの

償却額及び負ののれんの償却額は、次のとおりである。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 5,363百万円 5,252百万円

のれんの償却額 31 〃 30 〃

負ののれんの償却額 △5 〃 △4 〃
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(株主資本等関係)
　

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,153 7.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 1,305 8.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

注．１株当たり配当額8.00円には特別配当1.00円が含まれている。

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項なし。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成25年12月20日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて

適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について

決議し、普通株式3,300,000株を1,019百万円で取得している。この結果、自己株式は単元未満株式の買

取による増加も含め、当第３四半期連結累計期間においては、1,028百万円増加し、当第３四半期連結

会計期間末において1,510百万円となっている。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

製粉事業 油脂事業
ぶどう糖
事業

家庭用
食品事業

飼料事業 倉庫事業
不動産
事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 43,967 40,397 26,059 18,089 40,056 2,173 1,212 171,955

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

241 1,390 1,454 813 5 995 69 4,969

計 44,208 41,787 27,513 18,902 40,062 3,168 1,282 176,925

セグメント利益 1,842 1,901 2,025 283 139 451 721 7,366
 

 (単位：百万円)

 
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

売上高     

  外部顧客への売上高 203 172,158 ─ 172,158

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,129 6,099 △6,099 ─

計 1,332 178,257 △6,099 172,158

セグメント利益 49 7,415 △867 6,547
 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、自動車等リース業、

運輸事業等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額△867百万円には、セグメント間取引消去△５百万円、全社費用△862百万円が含ま

れている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開発費

である。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略している。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 (単位：百万円)

 

報告セグメント

製粉事業 油脂事業
ぶどう糖
事業

家庭用
食品事業

飼料事業 倉庫事業
不動産
事業

計

売上高         

  外部顧客への売上高 44,771 46,168 28,488 17,061 45,745 2,171 1,504 185,910

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

247 1,790 1,647 696 3 965 171 5,522

計 45,018 47,958 30,135 17,758 45,749 3,137 1,675 191,433

セグメント利益 2,419 2,178 2,094 27 172 519 824 8,235
 

 (単位：百万円)

 
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

売上高     

  外部顧客への売上高 194 186,104 ─ 186,104

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,074 6,597 △6,597 ─

計 1,268 192,702 △6,597 186,104

セグメント利益 34 8,270 △968 7,301
 

(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、保険代理業、自動車等リース業、

運輸事業等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額△968百万円には、セグメント間取引消去△９百万円、全社費用△959百万円が含ま

れている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない企業集団の広告に要した費用、基礎的研究開発費

である。

３  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性が乏しいため、記載を省略している。

（重要な負ののれん発生益）

子会社株式の追加取得により、負ののれん発生益159百万円を計上しているが、各報告セグメント

には配分していない。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 28円58銭 33円99銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益金額(百万円) 4,707 5,542

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 4,707 5,542

普通株式の期中平均株式数(株) 164,726,774 163,057,946
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　内　田　英　仁　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

 
公認会計士　　山　口　俊　夫　㊞
 

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月14日

昭和産業株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭
和産業株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和産業株式会社及び連結子会社の平成25
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管している。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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